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（案） 

1 
 

「サイバーセキュリティ戦略本部資料提供等規則」の一部改定について 

 

令 和  年  月  日  

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

サイバーセキュリティ戦略本部資料提供等規則（平成 27年２月 10日サイバーセ

キュリティ戦略本部決定）の一部を次表のとおり改定する。 

 

（下線部分は改定部分） 

改 定 後 改 定 前 

サイバーセキュリティ戦略本部資料提供等

規則 

 

平 成 27年 ２ 月 10日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定  

平 成 28年 10月 12日 

一 部 改 定 

平 成 31年 ４ 月 １ 日 

一 部 改 定 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

一 部 改 定 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

一 部 改 定 

令 和  年  月  日 

一 部 改 定 

 

（略） 

 

（関係事務の処理等） 

第３条 （略） 

２ 法第32条又は第33条の規定により提供

された資料、情報等に基づき法第27条第

３項の規定による勧告を行う場合におい

て、当該勧告及び同条第４項の規定によ

る報告の求めに関する事務は、国家サイ

バー統括室に行わせるものとする。 

サイバーセキュリティ戦略本部資料提供等

規則 

 

平 成 27年 ２ 月 10日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定  

平 成 28年 10月 12日 

一 部 改 定 

平 成 31年 ４ 月 １ 日 

一 部 改 定 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

一 部 改 定 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

一 部 改 定 

 

 

 

（略） 

 

（関係事務の処理等） 

第３条 （略） 

２ 法第32条又は第33条の規定により提供

された資料、情報等に基づき法第28条第

３項の規定による勧告を行う場合におい

て、当該勧告及び同条第４項の規定によ

る報告の求めに関する事務は、国家サイ

バー統括室に行わせるものとする。 



（案） 

2 
 

 

附 則 

この決定は、令和８年 10月１日から施行する。 



 

1 
 



（案） 

1 
 

「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一規範」 

の一部改定について 

 

令 和  年  月  日  

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一規範（平成 28年８月 31日

サイバーセキュリティ戦略本部決定）の一部を次表のとおり改定する。 

 

（下線部分は改定部分） 

改 定 後 改 定 前 

政府機関等のサイバーセキュリティ対策

のための統一規範 

平 成 28年 ８ 月 31日 

平成30年７月25日改定 

平成31年４月１日改定 

令和３年７月７日改定 

令和５年７月４日改定 

令和７年６月27日改定 

令和 年 月 日改定 

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

 

（略） 

（目的） 

第一条 本規範は、サイバーセキュリティ

基本法（平成二十六年法律第百四号。以下

「法」という。）第二十五条第一項第二号

に定める国の行政機関、独立行政法人及び

指定法人（以下「機関等」という。）にお

けるサイバーセキュリティに関する対策

の基準として、機関等がとるべき対策の統

一的な枠組みを定め、機関等に自らの責任

において対策を図らしめることにより、も

って機関等全体のサイバーセキュリティ

対策を含む情報セキュリティ対策の強化・

政府機関等のサイバーセキュリティ対策

のための統一規範 

平 成 28年 ８ 月 31日 

平成30年７月25日改定 

平成31年４月１日改定 

令和３年７月７日改定 

令和５年７月４日改定 

令和７年６月27日改定 

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

 

 

（略） 

（目的） 

第一条 本規範は、サイバーセキュリティ

基本法（平成二十六年法律第百四号。以下

「法」という。）第二十六条第一項第二号

に定める国の行政機関、独立行政法人及び

指定法人（以下「機関等」という。）にお

けるサイバーセキュリティに関する対策

の基準として、機関等がとるべき対策の統

一的な枠組みを定め、機関等に自らの責任

において対策を図らしめることにより、も

って機関等全体のサイバーセキュリティ

対策を含む情報セキュリティ対策の強化・



（案） 

2 
 

拡充を図ることを目的とする。 

 

（略） 

拡充を図ることを目的とする。 

 

（略） 

 

附 則 

この決定は、令和８年 10月１日から施行する。 



（案） 

1 
 

「重要インフラのサイバーセキュリティに係る行動計画」の一部改定について 

 

令 和  年  月  日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

重要インフラのサイバーセキュリティに係る行動計画（2022年６月 17日サイバ

ーセキュリティ戦略本部決定）の一部を次表のとおり改定する。 

 

（下線部分は改定部分） 

改 定 後 改 定 前 

重要インフラのサイバーセキュリティに係

る行動計画 

 

2 0 2 2年 ６ 月 1 7日  

サイバーセキュリティ戦略本部  

 

 

2 0 2 6年  月  日 

サイバーセキュリティ戦略本部改定 

 

 

この行動計画は、サイバーセキュリテ

ィ基本法(平成26年法律第104号)第12条

の規定に基づき策定するサイバーセキュ

リティ戦略を踏まえ、同法第14条(重要社

会基盤事業者等におけるサイバーセキュ

リティの確保)及び第25条第１項第５号

(サイバーセキュリティ戦略本部の所掌

事務)の規定に基づき策定するものであ

る。 

 

Ⅰ. 総論 

1.・2. （略） 

 

3. サイバーセキュリティ基本法との整

合性について 

重要インフラのサイバーセキュリティに係

る行動計画 

 

2 0 2 2年 ６ 月 1 7日  

サイバーセキュリティ戦略本部  

2 0 2 6年 ７ 月 3 1日  

サイバーセキュリティ戦略本部改定 

 

 

 

 

この行動計画は、サイバーセキュリテ

ィ基本法(平成26年法律第104号)第12条

の規定に基づき策定するサイバーセキュ

リティ戦略を踏まえ、同法第14条(重要社

会基盤事業者等におけるサイバーセキュ

リティの確保の促進)及び第25条第１項

第５号(サイバーセキュリティ戦略本部

の所掌事務)の規定に基づき策定するも

のである。 

 

Ⅰ. 総論 

1.・2. （略） 

 

3. サイバーセキュリティ基本法との整

合性について 



（案） 

2 
 

3.1 サイバーセキュリティ基本法におけ

る行動計画の位置付け 

行動計画は、サイバーセキュリティ基本

法(平成26年法律第104号)第12条の規定に

基づき策定されるサイバーセキュリティ

戦略を踏まえ、同法第14条(重要社会基盤

事業者等におけるサイバーセキュリティ

の確保)及び第25条第１項第５号(サイバ

ーセキュリティ戦略本部の所掌事務)の規

定に基づき策定される。 

 

3.2・3.3・4. （略） 

Ⅱ. ・Ⅲ. （略） 

 

Ⅳ. 計画期間内の取組 

1. 障害対応体制の強化  

（略） 

 

2. 安全基準等の整備及び浸透 

（略） 

 

図 2 重要インフラ防護に関する安全基準

等に係る体系 

 

2.1・2.2・2.3・3.・4.・5.（略） 

Ⅴ.・Ⅵ.・Ⅶ. （略） 

別添・別紙１～５ （略） 

3.1 サイバーセキュリティ基本法におけ

る行動計画の位置付け 

行動計画は、サイバーセキュリティ基本

法(平成26年法律第104号)第12条の規定に

基づき策定されるサイバーセキュリティ

戦略を踏まえ、同法第14条(重要社会基盤

事業者等におけるサイバーセキュリティ

の確保の促進)及び第25条第１項第５号

(サイバーセキュリティ戦略本部の所掌事

務)の規定に基づき策定される。 

 

3.2・3.3・4. （略） 

Ⅱ. ・Ⅲ. （略） 

 

Ⅳ. 計画期間内の取組 

1. 障害対応体制の強化  

（略） 

 

2. 安全基準等の整備及び浸透 

（略） 

 

図 2 重要インフラ防護に関する安全基準

等に係る体系 

 

2.1・2.2・2.3・3.・4.・5.（略） 

Ⅴ.・Ⅵ.・Ⅶ. （略） 

別添・別紙１～５ （略） 



（案） 

3 
 

 

附 則 

この決定は、令和８年 10月１日から施行する。 



 

1 
 

  

 

  
26

 



（案） 

1 
 

「サイバーセキュリティの確保の状況の評価に係る方針」の一部改定について 

 

令 和  年  月  日  

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

サイバーセキュリティの確保の状況の評価に係る方針（令和７年７月１日サイバ

ーセキュリティ戦略本部決定）の一部を次表のとおり改定する。 

 

（下線部分は改定部分） 

改 定 後 改 定 前 

サイバーセキュリティの確保の状況の評価

に係る方針 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定  

令 和  年  月  日 

一 部 改 定 

 

サイバーセキュリティ基本法（平成26

年法律第104号。以下「法」という。）第

25条第１項第４号の規定に基づきサイバ

ーセキュリティ戦略本部（以下「戦略本

部」という。）がつかさどる事務である、

サイバーセキュリティの確保の状況の評

価（以下「状況評価」という。）について、

その実施のための方針を以下のとおり定

める。 

 

（略） 

 

サイバーセキュリティの確保の状況の評価

に係る方針 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定  

 

 

 

サイバーセキュリティ基本法（平成26

年法律第104号。以下「法」という。）第

26条第１項第４号の規定に基づきサイバ

ーセキュリティ戦略本部（以下「戦略本

部」という。）がつかさどる事務である、

サイバーセキュリティの確保の状況の評

価（以下「状況評価」という。）について、

その実施のための方針を以下のとおり定

める。 

 

（略） 

 

 

附 則 

この決定は、令和８年 10月１日から施行する。 



（案） 

1 
 

「重要インフラ事業者等におけるサイバーセキュリティの確保の状況の調査につ

いて」の一部改定について 

 

令 和  年  月  日  

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

重要インフラ事業者等におけるサイバーセキュリティの確保の状況の調査につ

いて（令和７年７月１日サイバーセキュリティ戦略本部決定）の一部を次表のとお

り改定する。 

 

（下線部分は改定部分） 

改 定 後 改 定 前 

重要インフラ事業者等におけるサイバーセ

キュリティの確保の状況の調査について 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定  

令和 年 月 日改定 

 

 

サイバーセキュリティ基本法（平成26

年法律第104号）第25条第１項第３号の規

定に基づきサイバーセキュリティ戦略本

部がつかさどる事務のうち、重要インフ

ラ事業者等におけるサイバーセキュリテ

ィの確保に関して国の行政機関が実施す

る施策の基準の作成のための、重要イン

フラ事業者等におけるサイバーセキュリ

ティの確保の状況の調査に係るものの一

部については、同法第31条第１項の規定

に基づき独立行政法人情報処理推進機構

に委託し、同機構に実施させる。 

 

重要インフラ事業者等におけるサイバーセ

キュリティの確保の状況の調査について 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定  

 

 

 

サイバーセキュリティ基本法（平成26

年法律第104号）第26条第１項第３号の規

定に基づきサイバーセキュリティ戦略本

部がつかさどる事務のうち、重要インフ

ラ事業者等におけるサイバーセキュリテ

ィの確保に関して国の行政機関が実施す

る施策の基準の作成のための、重要イン

フラ事業者等におけるサイバーセキュリ

ティの確保の状況の調査に係るものの一

部については、同法第31条第１項の規定

に基づき独立行政法人情報処理推進機構

に委託し、同機構に実施させる。 

 

 

附 則 

この決定は、令和８年 10月１日から施行する。 



 

1 
 



 

1 
 

「サイバーセキュリティ戦略本部長の指定する職について」の一部改正について 

 

令 和  年  月  日 

サイバーセキュリティ戦略本部長決定案 

 

サイバーセキュリティ戦略本部長の指定する職について（平成27年２月10日サイバーセキュリティ戦略本部長決定）

の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の下線を付した部分

のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

「サイバーセキュリティ対策推進会議等について」（平成27

年２月10日サイバーセキュリティ戦略本部長決定）第２項の規

定に基づき、サイバーセキュリティ対策推進会議の構成員及び

オブザーバーについて、以下の職を指定する。 

 

構 成 員  内閣総務官 

内閣官房副長官補（内政） 

内閣官房副長官補（事態対処・危機管理） 

内閣広報官 

内閣サイバー官 

国家情報局次長 

内閣法制局総務主幹 

人事院事務総局総括審議官 

内閣府大臣官房長 

「サイバーセキュリティ対策推進会議等について」（平成27

年２月10日サイバーセキュリティ戦略本部長決定）第２項の規

定に基づき、サイバーセキュリティ対策推進会議の構成員及び

オブザーバーについて、以下の職を指定する。 

 

構 成 員  内閣総務官 

内閣官房副長官補（内政） 

内閣官房副長官補（事態対処・危機管理） 

内閣広報官 

内閣サイバー官 

国家情報局次長 

内閣法制局総務主幹 

人事院事務総局総括審議官 

内閣府大臣官房長 



 

2 
 

宮内庁長官官房審議官 

公正取引委員会事務総局官房総括審議官 

警察庁長官官房長 

警察庁サイバー警察局長 

個人情報保護委員会事務局長 

カジノ管理委員会事務局次長 

サイバー通信情報監理委員会事務局長 

金融庁次長 

消費者庁次長 

こども家庭庁長官官房長 

デジタル庁統括官付総括審議官 

復興庁統括官 

総務省大臣官房長 

総務省サイバーセキュリティ統括官 

法務省大臣官房長 

外務省大臣官房長 

財務省大臣官房長 

文部科学省大臣官房長 

厚生労働省厚生労働審議官 

農林水産省大臣官房長 

経済産業省大臣官房長 

経済産業省商務情報政策局長 

国土交通省大臣官房政策立案総括審議官 

環境省大臣官房長 

宮内庁長官官房審議官 

公正取引委員会事務総局官房総括審議官 

警察庁長官官房長 

警察庁サイバー警察局長 

個人情報保護委員会事務局長 

カジノ管理委員会事務局次長 

サイバー通信情報監理委員会事務局長 

金融庁総合政策局長 

消費者庁次長 

こども家庭庁長官官房長 

デジタル庁統括官付総括審議官 

復興庁統括官 

総務省大臣官房長 

総務省サイバーセキュリティ統括官 

法務省大臣官房長 

外務省大臣官房長 

財務省大臣官房長 

文部科学省大臣官房長 

厚生労働省厚生労働審議官 

農林水産省大臣官房長 

経済産業省大臣官房長 

経済産業省商務情報政策局長 

国土交通省大臣官房政策立案総括審議官 

環境省大臣官房長 



 

3 
 

防衛省整備計画局長 

 

オブザーバー 衆議院事務局庶務部情報管理監 

参議院事務局庶務部長 

国立国会図書館電子情報部長 

会計検査院事務総局次長 

最高裁判所事務総局デジタル審議官 

日本銀行理事 

防衛省整備計画局長 

 

オブザーバー 衆議院事務局庶務部情報管理監 

参議院事務局庶務部長 

国立国会図書館電子情報部長 

会計検査院事務総局次長 

最高裁判所事務総局デジタル審議官 

日本銀行理事 

 

  附 則 

この決定は、令和８年10月１日から実施する。 



1 
 

「重要インフラサイバーセキュリティ対策推進会議の開催について」の一部改正

について 

 

令 和  年  月  日  

サイバーセキュリティ戦略本部長決定案  

 

重要インフラサイバーセキュリティ対策推進会議の開催について（令和７年７月

１日サイバーセキュリティ戦略本部決定）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに対応する改正

後欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

重要インフラサイバーセキュリティ対策推

進会議の開催について 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

サイバーセキュリティ戦略本部長決定 

令和 年 月 日改正 

 

 

１ サイバーセキュリティ基本法（平成26

年法律第104号）第25条第１項第３号等 

の規定を踏まえ、関係行政機関相互の緊

密な連携の下、我が国全体の重要インフ 

ラ防護に資するサイバーセキュリティ対

策の推進を図るため、サイバーセキュ 

リティ戦略本部の下に、重要インフラサ

イバーセキュリティ対策推進会議（以下 

「重要インフラ推進会議」という。）を開

催する。 

 

［２・３・４・５ 略］ 

 

重要インフラサイバーセキュリティ対策推

進会議の開催について 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日 

サイバーセキュリティ戦略本部長決定 

 

 

 

１ サイバーセキュリティ基本法（平成26

年法律第104号）第26条第１項第３号等 

の規定を踏まえ、関係行政機関相互の緊

密な連携の下、我が国全体の重要インフ 

ラ防護に資するサイバーセキュリティ対

策の推進を図るため、サイバーセキュ 

リティ戦略本部の下に、重要インフラサ

イバーセキュリティ対策推進会議（以下 

「重要インフラ推進会議」という。）を開

催する。 

 

［２・３・４・５ 同左］ 

 

 

附 則 

この決定は、令和８年 10月１日から施行する。 



「サイバーセキュリティ基本法第17条第１項の規定に基づくサイバーセキュリティ協議会

を組織する国務大臣の委嘱について」の廃止について 

 

 
令 和  年  月  日  

サイバーセキュリティ戦略本部長決定案 

 
 
 次の号に掲げる決定については、廃止する。 
一 サイバーセキュリティ基本法第17条第１項の規定に基づくサイバーセキュリティ協

議会を組織する国務大臣の委嘱について（平成31年４月１日サイバーセキュリティ戦

略本部長決定） 

    

附 則 

この決定は、令和８年９月 30日から施行する。 
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